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研究成果の概要（和文）：現代の我が国では、急速な経済成長後の安定期、人口減少と超高齢社会という状況
下、これまでとは異なる地域政策が不可欠とされている。本研究での一連の考察によって、地域内人口や経済活
動数が減少する地域においては、これまでの経済政策では十分な対応に限界をきたしており、その代替として広
域的な地域間連携が不可欠であることを示した。ただし、広域的な連携は自発的に形成しないことから、本研究
では、具体的にどういったプロセスが必要であるかについても政策的インプリケーションを与えた。

研究成果の概要（英文）：Japanese economy now slows down its rate of economic growth under a sebere 
situation of ageing. This implies that conventional regional policies need to be replaced to 
alternative systematic strategies. Under such circumstances, we demonstrated that the alternative 
regional policy can be a wider-regional coordination among different neighbouring regions. This 
research also revealed that how such a coordination becomes feasible based on the economic theory 
expressed by economies of scale and scope together with the notion of cooperative game strategy. 

研究分野： 立地経済学

キーワード： 経済政策

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって、今後我が国で全国的に課題となる、地域の持続可能性について理論的枠組みでの仕組みづくり
が体系的に解明された。本成果を援用することで、例えば、地域公共交通の存続性について、一地域で担うこと
が困難な場合に近接する複数地域が連携し、収入および費用面で障壁となる諸課題を解決していく政策などに当
てはめていくことが期待される。その実用化に向けては、地域レベルでの産業連関分析等が必要とされることか
ら、今後関連する考察についても解析を継続していく方針である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）本研究は、限られた経済空間をどのように活用すべきかが考察の上での焦点となった。
関連する分析手法の１つは、空間経済学における都市の階層モデルを扱う中心地理論である。
中心地理論においては、Christaller (1933) により都市の階層構造が明らかにされ、Lösch 
(1944) によって市場圏分析 (Market-area analysis) が体系的に解明されている。これは、生
産される財やサービスが、どの範囲まで市場にいきわたるかといった考察である。中心地の概
念においては、さらに都市化の経済をはじめとした集積経済が密接に関係する。集積経済は、
Marshall (1892)、Weber (1909)、Hoover (1937)、Isard (1956) 等によってその概念が確立さ
れ、現代に至っては Fujita and Thisse (2002)、Parr (2002)、Brakman et al. (2009) 等に
よる検証がなされている。以上の諸概念の拡張として、空間的消費者排除の分析がある。これ
は Nakamura (2010) によれば、アクセス性の問題によって、特定の財・サービスが入手困難な
消費者が経済空間に存在する状況をいう。この問題と都市の魅力度とを関係づけたものが、平
成 28 年 3月まで実施された科研費事業「都市の魅力度と社会的厚生関数についての分析」であ
る。当該事業では、都市経済学における人口・経済活動の都市への求心力についての分析がな
され、既存関連文献との整合性が検証されている（例えば、Blomquist et al (1988)、Jensen and 
Leven (1997)、神野 (2001; 2010)、Ifcher and Zarghamee (2011) 等）。当該研究では、さら
に Marshall (1892)、Pigou (1932)、Hicks (1939)、Arrow (1950) によって確立された社会的
厚生関数の概念の間接的援用がなされた。 
 
（２）これまでに明らかにされたのは以下の点であった。すなわち、我が国をはじめ、総人口
の減少と経済一極集中の空間構成が不可避である経済空間においては、コミュニティレベルで
の地域持続可能性について、さらなる分析が必要となる点である。そのため、本研究において
は、社会的厚生関数の援用を引き続き行い、地域経済の持続可能性に着目し、経済主体の立地
意思決定分析を進めた。そして、これらの一連の考察を通じて、具体的に次のような社会問題
への解決に役立てていくことを最終目標とした。すなわち、既存の空間構造では長期的に安定
した経済成長を維持することに限界がある地域に対し、規模と範囲の経済を機能させるために、
どのような空間政策の再検討が必要になるのかを明らかにすることが重要となる。またこの議
論には、経済空間としてのみならず、生活空間としての地域構造のあり方が含まれる。そのた
め、地域ごとに多様な変化をもたらす人口動態、ボーダレス化に伴う国内経済の立地意思決定
変化、他国との経済協定等に付随する財・サービスの流通形態の変化をはじめとした様々な要
因を理論的枠組みに内包することが不可欠となる。こうした包括的概念のもと、本研究を計画
的に手がけた。 
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２．研究の目的 
（１）地域の持続可能性について、どのような因果関係においてこれまでの地域政策に過不足
が生じているのかを明らかにした上で、社会的厚生関数を援用した分析的枠組みを構築するも
のであった。ここでは、地域経済の生産面と生活面の同時検討、さらには環境政策を含めた考
察を行うものである。 
 
（２）構築されたモデルの枠組みに人口動態や財政の情勢変化といった具体的なケースに対応
させる拡張をさらなる研究目的とした。併せて、検証対象とする都市・地域の人口や経済活動
の状況に応じた政策的インプリケーションを示すことも考察の対象とした。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究は、空間経済学を援用したミクロ経済学がその中核をなしていることから、これ
までに確立された理論的枠組みの拡張を試みることが研究の主目的であった。研究前半におい
ては、これまでに確立されている関連研究の精査を行うとともに、先端研究についても考察を
行った。具体的には、中心地理論の拡張である Parr (2008) により明らかにされている、経済・
管理機能の中枢概念における機能的中心地と管理的中心地との２分類モデルが、本研究での理
論的枠組みに適用された。また、集積経済の概念がこれに付随することから、当該年度には、
Parr (2002; 2015) による集積経済の詳細分析を中心とした、地域特化の経済と活性複合体経
済を改めて検証した。これら２つの集積経済は、我が国をはじめとした高コスト構造の条件下
で効力を発するものである。以上に述べた生産活動面のみならず、他方の視点である生活面か
ら捉えた地域経済の持続可能性を議論する必要があり、生活面から捉えた場合には、財・サー
ビスの消費に限らず、様々な条件下に直面する生活者の利便性、さらには環境をはじめとした
外部性が含まれる。外部性には、正の外部性と負の外部性があり、空間経済における集積経済
においても、特に都市化の経済については、Evans (1972)、Glaeser et al. (2001) 等に示さ
れるとおり両者が併存している。また、外部性には、Meade (1952) および Scitovsky (1954) に
より分類されるとおり、金銭的外部効果と技術的外部効果とがある。これらの点を有機的に関
連づけ、本研究では、地域経済全体を１つの分析的枠組みとしての単位経済として、外部性の
概念を援用し、社会的厚生関数を用いた考察に結びつけた。以上の点を含み、モデルの構築に
際しては、家計の効用関数に環境の質を内包している Hanley et al. (2007) をはじめ、多角
的な概念を要し、既に確立されている関連研究の精査を綿密に行った。 
 
（２）研究後半においては、前半での既存研究の精査に基づき、社会的厚生関数を媒介とした、
生産面と生活面を結ぶ代替的空間経済モデルの構築を比較静学の手法で分析した。当該期間は、
本研究全体を通して、特に詳細にわたる分析がなされる箇所であり、研究上の問題として、社
会的厚生関数の構造的問題とその扱いが検討された。これは、Arrow (1950) や Arrow and 
Scitovsky (1969) などにより指摘されており、異なる経済主体間の比較分析の困難性等が含ま
れる。本研究では、これらの問題点を補うため、財・サービスへのアクセス性、及び外部経済
としての集積経済をはじめとした空間経済の立地諸因子を用いた分析を行った。以上の考察を
通じて、どのような経済空間の再編もしくは空間政策の再検討が求められ、そのためにはどの
ような条件を満たさなければならないのか、学会年次大会における研究報告時等における専門
家との意見交換等を活用し、客観性のある研究を深めた。さらに、精緻化されたモデルを、地
域計量予測分析等へと関係づけていくことで、本研究の成果を、特に一定の制約条件下におけ
る経済的・社会的基盤整備への考察に関する地域政策提言に、より密接に繋げていく方法につ
いてまとめた。 
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４．研究成果 
（１）社会的厚生関数を媒介に、地域経済の生産面と生活面を結ぶ代替的空間経済モデルの構
築に着手し、比較静学による分析的枠組みの精緻化を行った。具体的には、地域政策として、
経済効果を直接的に高めていく企業のみを主体的に捉えていくのではなく、生活主体である家
計の地域に対する満足度を高めていくことが、長期的な地域持続性に不可欠な要素であること
が示された。 
 
（２）家計の地域に対する満足度を高めていく要因として、地域魅力度、すなわち生活者及び
就労者としての経済行動のためのアクセス性確保が重要であることを体系的に示した。このア
クセス性は、地域人口及び経済規模が一定以上の地域では長期的な存続が可能な一方、地域人
口及び経済規模が不十分な地域では存続が困難であることを空間経済モデルで明らかにした上
で、後者については、広域的地域間連携がその解決策であることを示した。 
 
（３）広域的地域間連携を効果的に導入するためには、初期条件を見据えて既存設備・施設を
活かした空間政策が必要であることを提示した。また、今後の拡張として、国内における自立
可能な地域発展のための実証分析としての地域調査研究、及び理論と実証をつなげていくこと
で、様々な事例に対応した予測分析への応用方法について、地域経済計量分析の援用を専門家
と実施していく体制を整えた。 
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